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新潟県内の地下水位低下の現状と消雪施設の地下水適正利用 
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１． はじめに 

 新潟県内に整備されている消雪パイプは，経済活動お

よび住民の生活に欠かせないインフラ設備であり，近年

も普及が進んでいる．消雪パイプは地下水を揚水し利用

することから，地下水の適正利用調査とこれに基づく地

下水節水ルールの設定が行なわれているが，消雪パイプ

の普及に伴って地下水位低下が進行し，地域によっては

井戸枯れや地盤沈下が報告され，道路交通確保がより求

められる大雪時に散水不能となるリスクが生じている． 

このような背景から，本報告では大雪時でも健全に消

雪パイプを稼働させつつ，地下水の適正利用を進めるた

めの散水方法等の考察を行った． 

 

２． 新潟県内の地下水位低下状況 

 新潟県内に設置されている地盤沈下観測井のうち，図 

1に示す5地域（新潟・新発田地域，長岡地域，柏崎地域，

上越地域，南魚沼地域）では，地下水位と地盤沈下記録

を毎年公表されている1)． 

新潟・新発田地域を除く，消雪パイプ稼働による地下

水位低下が顕著な4地域42箇所の地下水位観測結果から，

地下水位の年間最高水位と最低地下水位，寒候年におけ

る最高水位と最低水位の差（水位低下量），寒候年降雪

量を整理した．1 例として長岡地域にある長岡高校観測

井の整理結果を図 2 に示す．降雪量による変化はあるが，

最低水位は観測開始時から低下傾向が続いており，1975 

年ごろ標高15 m程度であったのが，現在は標高 0 m 程度ま 

 

図 1 新潟県内の地盤沈下観測井位置 

 

で低下していた．最高水位は 1980～1990 年代以降低下傾

向にあり，標高 19 m程度から現在は標高 16 m程度となっ

ていた．降雪量を 500 cmに規格化し 2000年以降の最高水

位の低下速度を見積もると，10年あたり 0.6 mの低下であ

った．地下水位低下量も増加傾向にあり，1975 年頃まで

は 4 m 程度であったが，現在は 16 m 程度まで増加してい

た．最高水位と同様に 2000 年以降の地下水位低下量の増

加速度を見積もると，10年あたり 2.2 mの増加であった．

地域ごとに 2000年以降の最高水位の低下速度を図 3に，

地下水位低下量の増加速度を求めた結果を図 4 に示す．

最高水位は，柏崎地域ではすべての地点で低下傾向にあ

り，長岡地域と南魚沼地域では 3分の 2程度の地点で低下

傾向であった．上越地域では 13地点のうち 11地点で回復

傾向であったが，回復している地点の回復速度は低下傾

向にあった．地下水位低下量は増加している地点が多数

を占めており，全 42 地点中減少はわずか 3 地点で，南魚

沼地域では6箇所すべてで増加していた．地下水位の変化

状況に対し，各地域とも降雪量は増加傾向にないことか

ら，消雪パイプによる地下水揚水量の増加が，最高水位

と最低水位の低下，及び水位低下量の増加の主な原因と

考えられる．また，最高水位が低下傾向にあることは，

年間の地下水涵養量よりも年間の地下水揚水量の方が大

きいことを表しており，持続可能な地下水利用量を超え

る揚水量となっていると考えられる．上越地域で最高水

位が回復している地点の水位変化をみると，消雪パイプ

が普及する前に行われていた工業用水や水道用水の汲上

げによる地下水位低下から回復中にある地域 3)であり，近 

 

図 2 地下水位の経年変化（長岡高校） 



 

年の回復速度は減少傾向にあること，地下水位低下量は

増加傾向にあることから，やはり消雪パイプによる地下

水揚水量が増加しているものと推定される． 

42 箇所の地下水位を平均し，平均の地下水位低下量を

見ると，現在は 10 m 程度であった．地下水位低下量を降

雪量で割って得られる降雪量 1 m当たりの水位低下量を求

めた結果を図 5に示す．1980年代は1 m未満であったが，

2010 年以降は 2 m 前後となっていた．新潟県管理の消雪

施設数 2)はこの間に 2.5 倍となっており，市町村管理や

民間の消雪パイプも同じように増加していたとすれば，

消雪パイプの普及に伴って地下水位低下が進んでいる状

況にあることが分かった． 

 

図 3 地域ごとの最高水位の変化 

 

図 4 地域ごとの地下水位低下量の増減 

 

図 5 地下水位低下状況と散水施設数 

 

３． 積雪検知制御による節水 

地下水位低下を緩和させるために様々な対策が行われ

ている．大幅に揚水量を減少させる節水方法に，1990 年

代から積雪検知制御の研究が行われている 4) ．現在の消

雪パイプは，降雪があるときに検知して散水する降雪検

知制御が主流である．一方で，積雪検知制御は，道路に

雪が積もってから散水するので，一度は残雪となり路面

状況は少し低下するが，地下水揚水量を大幅に減少でき

る制御である． 

路面状況を犠牲にすれば，いくらでも地下水揚水量を

抑えることができてしまうので，どこかでバランスをと

る必要がある．この点について，降雪時は常に消雪する

降雪検知制御と，降り始めに一度白く雪が積もる積雪検

知制御，および両方を合わせた複合制御について，熱収

支モデルによる運転時間とサービスレベル（残雪状況）

の評価 5)が行なわれている．この中で，地下水揚水量に当

たる投入熱エネルギーは，降雪検知制御＞複合制御＞積

雪検知制御の順となり，残雪状況に当たるサービスレベ

ルは，複合制御が最も残雪量が少なく，降雪検知制御，

積雪検知制御の順で残雪量が多くなることが報告されて

いる． 

降雪検知制御，積雪検知制御，複合制御の運転時間と

残雪状況について調べることを目的として，汎用レーザ

ー距離計を使った消雪施設の制御実験を行った．レーザ

ー距離計は，ジオテクサービス株式会社製 GLD-10000 を

使用した．測定距離 10 mで分解能は 1 mmである．降雪

時の測定状況を図 6 に示す．降雪粒子に当たるわずかな

光でもその距離を計測でき，降雪粒子に当たらないとき

は積雪面の距離を計測できるので，1 秒間隔で 5 分間測定

した距離データを統計し，降雪粒子位置と積雪面位置に

分離した．積雪深 1 cm以上で積雪検知，降雪粒子カウン

ト数が閾値を超えたときを降雪検知で運転，降雪及び積

雪を検知しなくなったとき停止する複合検知とし，制御

出力を行った．2021-2022 年冬期，新潟市中央区の興和ビ

ル敷地内の消雪施設において，降雪検知制御，積雪検知

制御および複合検知制御を実施した．3 つの検知制御によ

る検知時間（=運転時間）を図 7に示す．積雪検知制御で

は，降雪検知（気温 0.5℃以下で降雪粒子カウント 1以上）

時間 185分に対し積雪検知時間は45分で，稼働時間を1/4

に短縮できた．複合検知制御での検知時間は135分で，降

雪検知時間 365分のおおむね 1/3であった．消雪状況の比

較として，検知時間を1/3程度となる強い降雪時（降雪粒

子カウント 12 以上）のみ降雪を検知する降雪検知制御を

実施した．それぞれの制御における消雪状況を表 1 に示

す．積雪検知制御では，白い積雪となってから散水開始

し，半透明のシャーベット状の積雪となった時点で散水 

  

図 6 降雪粒子と積雪面測定状況（合成写真） 
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停止した．複合制御ではシャーベット状の積雪となった

時点で散水を開始し，シャーベット状の積雪で散水を停

止，強い降雪時のみの降雪検知制御では白く積もってか

ら散水を開始し，散水停止後の弱い降雪により白い積雪

となった． 

3 つの検知制御の検知時間と消雪状況を確認した結果，

積雪検知制御は複合制御に比べて運転時間をより短くで

きるが，積雪となる時間があることから消雪状況は低下

する，運転時間とサービスレベル（残雪状況）の評価の

報告通りの結果となった．降雪検知制御だけで運転時間

を短くすると，消雪状況がかなり犠牲となることも確認

された．これまでに報告されている積雪検知制御や制御

方法による運転時間とサービスレベルの評価，及び以上

の実証実験の結果から，降雪時に常に完全に消雪するの

ではなく，交通に問題がない範囲内で残雪を許容すると

いうルールが消雪パイプの運用に浸透すれば，効果の高

い制御方法となると考えられる． 

なお，汎用レーザー距離計で積雪を測定すると，実際

の積雪面より1～2 cm 程度浅く測定される6)．この実験で

も薄いシャーベット状の積雪まで消雪された時点で積雪

ゼロと検知された．これは問題点ではなく，道路上に多

少の雪が残ることを許容できるのであれば，レーザーに

よる測定距離をそのまま運転判定に使える利点となる．

また，降雪強度も検知しているので，降雪強度検知と積

雪検知と組み合わせることで，雪を残さない複合制御も

可能である． 

 

 

 
図 7 検知時間実験結果 

 

表 1 消雪実験状況 

 散水開始時 散水中 停止直後 

積雪検知制御 

 
白積雪で散水開始 

シャーベットで散水停止 

   

複合制御 

 
降雪で散水開始 

シャーベットで散水停止 

   

降雪検知制御 

 
強い降雪時のみ散水 

   

複合制御 

降雪検知制御 

積雪検知制御 



 

４． 消雪施設の地下水適正利用 

これまで地下水位の低下を防ぐため，ハード・ソフト

の両面から節水の取り組みが行われている．ハード対策

では，降雪検知を基本として，降雪強度や気温を要素と

して運転時間を適正化する制御方法が研究され，単に降

雪検知で散水する場合に対し，2～5 割の節水を行う制御

が行なわれている．ソフト対策では，地下水取水規制や

節水散水機器設置の義務化などが行われた．しかし，新

潟県内の地下水状況を整理した結果では，現在も地下水

位低下は進行しており，地下水取水規制や節水散水機器

の導入等による節水対策は間に合っていないのが現状で

ある． 

消雪パイプ普及による現在の過剰な地下水利用状況と，

今後の適正な地下水利用に向けての提案をまとめた結果

を図 8 に示す．地下水位低下が進行している現状のまま

では，大雪時だけでなく平年並みの降雪時でも消雪パイ

プが散水不能となり，道路交通確保できなくなるリスク

が増大すると予想される．地下水の適正利用には，消雪

パイプの地下水揚水量を現在の半分程度か，それ以下に

抑えなければならない地域があるとみられる． 

大雪時の交通確保が叫ばれている現状において，消雪

パイプの普及を進めつつ，大雪時でも散水可能とするに

は，地下水揚水量に余裕を持たせる必要がある．節水技

術開発といったハード対策だけでは節水量の限界がある

ので，交通に問題がない範囲内で残雪を許容し散水量を

減らすなど，運用方法も考えていく必要がある．適切な

運転時間・揚水量となっているかの運用管理，運転時間

と地下水位状況等の視える化による節水啓発，消雪効果

についての管理者・利用者の意識改革など，ソフト対策

も大切である． 

５． まとめ 

消雪パイプの普及に伴って地下水位低下が進行し，地

域によっては井戸枯れや地盤沈下が報告され，道路交通

確保がより求められる大雪時に散水不能となるリスクが

生じている．新潟県内の地下水位記録を調べた結果，現

在も地下水位の低下は進行していることが分かった． 

大雪時でも健全に消雪パイプを稼働させつつ地下水の

適正利用を進めるためには，節水機器導入などのハード

対策だけでは難しく，交通に問題がない範囲内で残雪を

許容し散水量を減らすなど，消雪パイプの消雪効果につ

いて管理者・利用者両方の意識改革といったソフト対策

も必要と考えられる．積雪検知制御は，雪の降り始めに

積雪を生じるものの運転時間を大きく短縮し，地下水を

節水できる制御方法であり，交通に問題がない範囲で残

雪を許容する消雪パイプの運用が浸透すれば，節水効果

の高い制御方法である． 

地下水利用量に余裕がある状態を維持することで，大

雪の際にも井戸枯れさせずに散水でき，安心な冬期道路

交通確保につながる． 
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図 8  現在の地下水利用状況と地下水適正利用 


